
























































済を平成二一年四月二五日に五〇五万円、同年十月二五日に五〇六万二六二五円、平成 二年四月二 日に五〇七万五 八二円および同年十月二五日に四八一万二〇九三円 割賦弁済とする）を貸し付けた（以下「本件貸付二」という） 。
ところが、平成二一年三月頃、Ａ会社は債務不履行を起こし、












らの判断で当該 を行ったと認められることおよびＫ会社の法人格を否認すべき場合 あたらないことを理由に、Ｘ会社の控訴を棄却したが、本件 二につい 、原審の判断 変更し当該融資に係るＹらの責任を認めた。 評釈では、本件貸付二に係るＹらの善管注意義務違反の有無の問題 絞っ 判決 紹介し、評釈することとする。〔判旨〕
一部変更、一部棄却（上告受理） 。「･･･
Ａ会社は、本件貸付一及び二当時、少なくとも六〇〇
〇万円に及ぶ運転資金が不足し、金融機関ではない取引先のＸ会社からまで融資を受けようとしていたが、返済の原資として当て込んでいた新商品『こま犬くん』の売上げもいまだ営業活動中という域を出ないものであり、とても多額の売上げを見込める状況ではなかったのであり、金融機関等から受けた融資総額の弁済の確実な見込みは立っていたわけではな っ ところ、このように資金繰りに窮していたＡ会社に本件貸付一及び二を実行して当座の運転資金を供給しても、Ａ会社の借入総額がその分増大するだけであって、Ｘ会社がＡ会社から貸付金二〇〇〇万円の返済を受けられる保障 ったと うほかはなく、Ｘ会社が本件貸付二による貸付金の回収を受けられる見込みは乏しく、本件貸付二はＡ会社 破綻の時期を先送りしたこと以上の意義を持つものではなかったというべきである。
Ｙらは、Ａ会社から平成十八年三月期、平成十九年三月期及
び平成二〇年三月期の決算報告書及び前記の事業計画書 徴したというのであるから そうであるとすれば、回収可能性 吟味して融資を行うかどうかを決定するという真摯な態度で検討すれば、平成二〇年三月期については、売上高が大幅 減少し販売費及び一般管理費も大幅に減少し 、あたかも事業を縮小して清算に入るかのよ な観があり、そ 一方で、総製造費用
四三二
は大幅に増え、その大半は他勘定振替高が占めているという特異な収支構造を示していたことに当然に気付くはずであり、Ａ会社の事業の実態はどうなっているのか、なぜこのような経理処理がされたのか、疑問を抱いてしか べきであった。そして、前記のとおり、Ａ会社がＹらに説明し 事業計画は、新商品『こま犬くん』の売上げを当て込んだものであるが、いまだ営業活動中という域を出 いものであり 売上げが全くないとしても資金調達により平成二一年三月末までの業務継続が可能あるとし、売上状況及び資金調達状況により平成二〇年十二月初旬に業務継続の可否を判断するという内容のものであったのであるから、Ｙらは、Ａ会社が、本件貸付一及び二当時、多額の運転資金が不足し、返済の原資として当て込んでいた新商品『こま犬くん』の売上げもいまだ営業活動中という域 出ないものであり、とても多額の売上げを見込める状況ではな ったのであり、金融機関等 受けた融資総額の弁済の確実な見込みは立っていたわけ はなく、このように資金繰りに窮したＡ会社に本件貸付一及び二を実行して当座の運転 金を供給しても、Ａ会社の借入総額がその分増大するだけであって、Ｘ会社がＡ会社から貸付金二〇〇〇万円の返済を受けられる保障はなかったというほかはなく Ｘ会社が本件貸付二による貸付金の回収を受けられる見込みは乏しく、本件貸付二はＡ会社破綻の時期を先送りしたこと以上の意義を持つものではなかっ
たことに気が付くべきであった。
しかるに、Ｙらは、 『こま犬くん』が完成していてＡ会社は
新たに大きな投資をする必要がなく、 『こま犬くん』が上記のとおり販売開始となっていることを根拠として本件貸付二の返済が受けられると判断したのであり、Ａ会社が金融機関から受けた多額の融資を計画的に返済しながら本件貸付二を返済することができるだけの確実な見込みがあ かどうかを十分検討しないで、本件貸付二の貸付をすべきものと判断したもの いわざるを得ない。前記認定事実 よれば、
Y1は、Ｘ会社の仙台支
































時一八三五号一二六 ⑭ 高 六 二 判時一九〇七号一三九頁（⑬の控訴審 決） 、⑮福岡地判平成二
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ップＨＤ株式代表訴訟事件の最高裁判決以後の下級審判決に 、取締役の責任を認める めに必ず も当該経営判断に「著しく不合理な点」があることを必要とせ 、不合理な点があれば足りるとするもの（⑮判決、⑯判決） ある。
これに対し、自己の経営責任の追及を回避する目的で、他会































の言及はせず、具体的な善管注意義務違反行為の認定のみを行って、取締役の責任の有無を判断している。原審 は（イ）ＹらはＡ会社の決算書、事業計画書、新商品の売上げ状況の裏付けとなる資料をある程度入手していたため、そ 調査が不十分であったとまで解することはできないこと および（ロ）担保としてＡ会社に要求した本件ソフトウェアのソースコード等は本件貸付二に基づく貸金返還請求権を保全する措置としては、相当なものであった 考えられることを理由に、被告取締役らの責任を否定した。それに対し、本判決は（イ）Ｙらは事前の調査 段階において、入手し 資料を十分に検討せず、客観的な根拠がないまま、本件貸付二の返済が受けられる 軽率に判断したこと、および（ロ）返済を受け れる確実な見込みがあ
ることを確認できない以上、融資は断念してしかるべきであったことを理由として、被告取締役らに善管注意義務違反があったとした。このように、両判決の判断要素からみれば、そのいずれも従来の裁判例の多くと同様の判断の枠組みを用いていると考えられる。
しかし、従来の裁判例の流れとしては、融資判断を行った取









いる新商品の収益性の裏づけとなる資料を入手し、Ａ会社の代表取締役Ｂから直接ヒヤリングを行って財務分析も行ったため、十分な調査を行ったと解する が相当であ とした。他方で、本判決は、事前調査の段階で、Ａ会社に対して関連資料を徴するだけでは足らず、取締役は貸付金 回収可能性の視点から入手した資料の内容において疑問を抱くべき点につき注意深く吟味しなければならないとした。
一般的に、取締役には経営決定につき裁量が認められるが、




らは融資先であるＡ会社から決算報告書およびＡ会社作成の事業計画等の 料を入手し、Ａ会社の代表取締役であるＢか 直接ヒヤリングを行い、かつＸ会社の本件十月 会に本件融資を議題として上程させ 他の取締役および監査役の意見を求めた。形式的にみると、このような調査・検討方法には問題がないかもしれません。しかし、実質的 みれば、被告取締役はＡ会社の決算報告書に明 かな異常（直近の決算報告書の売上高はその前 二期の三割程度に過ぎず、販売費お び一般管理
費は前期の二割未満、前々期の一割程度しかないのに対し、総製造 用は大幅に増え、その大半を占める「他勘定振替高」は前期の約二倍、前々期の約五倍まで急増したこと）があることを認識していたにもかかわらず、当該会社の代表取締役に対して説明を求めただけで、通常合理的な経営者がとるべきであると考えられる措置（例えば 自社の財務担当者等に対し、この異常点について意見を求める等）を一切とらなかった。さらに、Ａ会社の資金繰りが悪化してい な 、そ 事業計画からみれば、新商品 売上げが本件貸付二の返済の原資として て込んでいたことが明らかであるにもかかわらず 当該商品の顕著な売上げが確実に期待できるだけの客観的な根拠を探求せず 販売開始となっていることだけを根拠として本件貸付の返済が受けられると軽率に判断した。これらのこ から、本件貸付二の可否を判断するにあ って、そ 判断（調査）過程においては経営判断として是認されるべきでない不合理 あったと わざるをえない。したがって、この点 ついて原審判決 覆し 本判決は妥当であるといえよう。
次に、本件融資の合理性については、本判決は「Ａ会社から
返済を受けられる確実な見込みがあることを確認できない以上、Ａ会社に対する融資は断念して かるべきであ た」と判断していること 照らすと、本件融資判断の内容における合理性につい 、回収可能性が低い以上、 （取引先で Ａ会社に対す
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た従来 裁判例では、融資を行わないことによる損失 具体的に評価し、その場合の損失と融資を行った場合の損失と比較考量したうえで 貸付の必要性から の合理性 肯定したものがある（前掲④判決および⑤判決） 。本件では、被告取締役らはＨ会社との取引を開拓するために 高額 制作費をつぎ込んでＡ会社に本件ソフトウェアを製作させ またＨ会社から本件
ソフトウェアを改良する必要に迫られているため、Ａ会社が倒産すれば、上記制作費が無駄になると考え 本件貸付に及んだと主張した。それに対して、本判決は貸付の回収可能性が低い以上、貸付の必要性を考慮するまでもなく、融資の合理性が否定されるとしている。この点については、疑問が残る。もっとも、融資の合理性の裏づけとなる貸付の必要性を認めるには、当該貸付によるメリットがそのデメリットを上回るという判断が合理的に下されたことが前提である。したがって、結論はもかく、本件貸付二の を判断するには、当該貸付により会社の得られる利益を評価するため 事実認定が必要であろう。
さらに、原審判決は本件融資の保全措置が相当であるとして、























判例の積み重ねの中から形成されたものであり、従来の裁判例においては、 （ａ）経営判断の審査を「合理性」や「裁量の範囲」等の抽象的な基準のもとで行おうとする 総合判断型」の経営判断原則、 （ｂ）
　
経営判断の準備段階および決定過程における注意










































られる場合 はじめて右法的責任を追及 ことができるものといわなければならない。 」 （傍点は筆者）と示 た。
　　　
また、⑩判決において、東京地方裁判所は「取締役による企業











っとも、取締役が自己の利益を図るために融資を行ったことを重視して、当該 の責任を認めたと見られる事例として、前掲⑬判決を挙げることができる。南保勝美「⑬判批」判タ一一八八号（二〇〇五年）一一〇頁。しかし、その控訴審 決である⑭判決は、当該取締役の善管注意義務ない 忠実義務違反を認めながらも、当該違反と会社に生じた損害と 間の相当因果関係が中断されたことを理由に、当該取締役の責任を否定 た。
（
8）　
なお、一般論としても、取締役の融資判断が問題となった場合
に、融資元企業と融資先企業との関係が取締役の善管注意義務
･
忠実義務違反の有無の判断枠組みに直接な影響を与えな と考えられる。山内洋嗣「⑧判批」金判一四一一号（二〇一三年）八一頁。
（
9）　
神崎克郎「取締役の注意義務」商事八四七号（二〇〇六年）二
頁以下。
（
1（）　
それに対し、資金の貸付を通常の営業内容として行う金融機関
の行った融資については、前掲最高裁①判決、②判 、③判決からみたように、当該融資が回収可能であること、ま はそれによ
四四二
り同一の融資先に対して行った貸付の全体の回収可能額が増大する可能性が認められなければ、当該融資判断の合理性を是認することが困難であるように思わ る。
（
11）　
手塚裕行＝矢嶋雅子＝早川皓太郎「⑯判批」商事一九七〇号
（二〇一二年）一八頁。
（
12）　
志谷
･
前掲注（４）三四頁。
